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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 10,157 7.1 17 ― △204 ― 72 ―
22年3月期 9,482 △13.4 △195 ― △159 ― △269 ―

（注）包括利益 23年3月期 63百万円 （―％） 22年3月期 △252百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 7.67 ― 0.8 △1.4 0.2
22年3月期 △30.12 ― △3.0 △1.1 △2.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 15,383 9,315 60.6 991.78
22年3月期 14,759 9,298 63.0 989.97

（参考） 自己資本   23年3月期  9,315百万円 22年3月期  9,298百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 48 △1,587 553 3,185
22年3月期 1,926 △209 513 4,270

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 46 ― 0.5
23年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 46 65.2 0.5
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 5.00 5.00 13.4

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,000 △12.0 10 △96.3 20 △20.7 250 780.1 26.62
通期 10,500 3.4 100 472.5 100 ― 350 385.8 37.26



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 （注）詳細は、17ページ「（７）連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 9,417,200 株 22年3月期 9,417,200 株
② 期末自己株式数 23年3月期 24,344 株 22年3月期 24,304 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 9,392,860 株 22年3月期 8,935,362 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 10,055 3.5 △231 ― △420 ― 30 ―
22年3月期 9,712 △10.6 △361 ― △288 ― △371 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 3.28 ―
22年3月期 △41.62 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 15,459 9,508 61.5 1,012.26
22年3月期 14,977 9,526 63.6 1,014.18

（参考） 自己資本 23年3月期  9,508百万円 22年3月期  9,526百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であります。なお、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監
査手続は実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想については、2ページ「１．経営成績（１）経営成績に
関する分析」をご覧ください。 
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当連結会計年度におけるわが国経済は、前半はアジア諸国など新興国の経済回復や政府による景気対

策を背景として緩やかな回復基調となりましたが、後半は円高、デフレの進行および厳しい雇用情勢に

加え、平成23年３月11日に発生した東日本大震災や福島第一原子力発電所での事故などが加わり、一転

して先行き不透明な状況となってまいりました。 

このような中、当社グループにおきましては、スマートフォン、小型基地局向け等の受注が増加し、

これに対応するため新規設備投資をはじめとして必要な施策を実施してまいりました。施策の実施に当

たっては、単なる生産能力の拡大にとどまらず、将来を見据えた工程の自動化、生産効率向上や高付加

価値製品の量産対応等、事業基盤の強化につながる取り組みを積極的に行ってまいりました。 

また、販売面におきましては、今後さらに受注拡大が期待されるスマートフォン、小型基地局、近距

離無線関連を重点市場とし、既存顧客の深耕、新規顧客の開拓など拡販活動に注力し、結果として前期

より675百万円の増収となりました。さらに、昨年度スタートいたしました株式会社村田製作所との協

業関係は順調に推移しており、また、新素材事業として研究開発を続けている酸化亜鉛につきましても

引き続き活発なサンプル活動を行っております。 

なお、この度の東日本大震災により東北地方の当社グループ工場において一時的に生産活動への影響

がありましたが、幸いにして各拠点とも人的被害はなく、建物、製造設備等の損害も軽微であり、数日

内に操業を再開することができました。 

しかしながら、この震災の影響により自動車メーカー等におきましてはサプライチェーンの寸断等に

より生産調整が行われており、こうした事態が今後の日本経済、世界経済にどのような影響を与えるの

か、慎重に見極めていく必要があると考えております。 

以上のような状況の中、当連結会計年度の業績は、売上高10,157百万円（前年同期比7.1％増）、営

業利益17百万円（前年同期195百万円の損失）、また経常段階におきましては急激な円高の進行による

為替差損253百万円の計上等により経常損失204百万円（前年同期159百万円損失）、当期純利益72百万

円（前年同期269百万円の損失）となりました。 

  

①水晶製品事業 

当セグメントにおきましては、スマートフォン、小型基地局向け等の需要増加により、連結売上高

は9,483百万円（前年同期比11.7％増）となりましたが、販売単価は引き続き下落傾向にあり、原価

低減活動の成果はありましたが、営業損失43百万円（前年同期は323百万円の損失）となりました。 

②電子機器事業 

当セグメントにおきましては、電子測定器、電力計等の繰り返し品ならびに宇宙開発関連向けカス

タム機器等の受注減少により、連結売上高は685百万円（前年同期比31.2％減）、営業利益55百万円

（前年同期比53.4％減）となりました。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

・当期の経営成績

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
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今後の見通しにつきましては、この度の東日本大震災が経済全般に与える影響は大きく、その影響が

どの程度のものか見極めるのは現時点では困難でありますが、引き続き厳しい状況が続くものと予想さ

れます。 

このような中、水晶デバイス市場は数量的には世界的に拡大傾向が続いていくものと想定されます

が、中国、台湾をはじめとする新興国メーカーが急速に競争力を高めていることから価格は厳しさが予

想され、市場全体の売上規模は緩やかな上昇傾向をたどるものと予想されます。 

当社といたしましては、水晶の原石生産から振動子、発振器、機器製品に至る一貫生産の強み、また

従来からコア技術としている高精度化、小型化技術等を生かし、スマートフォン、環境、省エネ関連分

野（スマートグリッド）において、市場ニーズに即したコスト競争力のある小型・高精度・高安定な製

品をタイムリーに開発し、積極的に拡販に取り組んでまいりたいと考えております。 

一方生産面では前年度上期より全社的に「生産革新」運動を展開し、省人化の推進、海外調達も含め

た新規部材の採用等コスト低減施策に注力してまいりましたが、本年度は国際競争力強化のため前年度

同様、より徹底した「生産革新」活動から生産性向上を実施してまいります。 

次期の連結業績見通しにつきましては、売上高10,500百万円、営業利益100百万円、経常利益100百万

円、当期純利益350百万円を見込んでおります。 

なお、次期の為替レートにつきましては1ドル83円を前提としております。 

・次期の見通し
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当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末に比べ624百万円増加し、15,383百万円となりまし

た。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ476百万円減少し、8,774百万円となりました。 

主な要因は、現金及び預金の減少によるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ1,101百万円増加し、6,609百万円となりました。 

主な要因は、有形固定資産の増加によるものであります。 

当連結会計年度末は、前連結会計年度末に比べ607百万円増加し、6,068百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ603百万円増加し、5,057百万円となりました。 

主な要因は、短期借入金の増加によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ4百万円増加し、1,010百万円となりました。 

主な要因は、退職給付引当金の増加によるものであります。 

当連結会計年度末、前連結会計年度末に比べ16百万円増加し、9,315百万円となりました。 

主な要因は、当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。 

なお、自己資本比率は2.4ポイント減少し、60.6％となりました。 
  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

1,084百万円減少し、当連結会計年度末には3,185百万円となりました。 

営業活動の結果、得られた資金は48百万円（前年同期比97.5％減）となりました。主な要因は、減

価償却費902百万円、売上債権の減少額395百万円でありますが、仕入債務の減少499百万円、税金等

調整前当期純損失333百万円及びたな卸資産の増加額250百万円等により一部相殺されております。 

投資活動の結果、使用した資金は1,587百万円（前年同期比658.5％増）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得による支出1,574百万円であります。 

財務活動の結果、得られた資金は553百万円（前年同期比7.6％増）となりました。主な要因は、短

期借入金の純増額600百万円であります。 
  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

   (注)1. いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

     2. 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式をベースに計算しています。 

     3. キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

      4. 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

います。 

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

(ⅰ)資産

(ⅱ)負債

(ⅲ)純資産

②キャッシュ・フローの状況

(ⅰ)営業活動によるキャッシュ・フロー

(ⅱ)投資活動によるキャッシュ・フロー

(ⅲ)財務活動によるキャッシュ・フロー

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 70.7 65.7 66.7 63.0 60.6

時価ベースの自己資本比率 84.5 57.3 26.2 42.4 32.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

－ － 0.2 1.6 0.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

413.9 3,727.3 39.5 182.5 6.3
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当社は、株主の利益を重要課題の一つとして考え経営にあたっております。この方針に沿って業績の状

況に応じた安定的な配当を行っております。併せて経営基盤を強化するため、適正な内部留保の充実及び

更なる企業体質の強化と収益力の向上を図りながら、安定的な配当の継続に努めるとともに、業績及びキ

ャッシュ・フローをも斟酌して株主還元を図ることを基本方針としております。 

なお、当期末の配当金につきましては、１株につき5円とさせていただく予定であります。次期の配当

金につきましては、業績予想を前提として１株につき5円を予定しております。 

  

 最近の有価証券報告書（平成22年６月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

２．企業集団の状況
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当社グループは水晶製品の総合メーカーとして、最新技術の開発と優れた製品作りを目標に、明るい電

子産業の未来を拓き、豊かな社会の実現に貢献することを経営の基本としております。 

そして、グローバルな企業競争下において利益を重視し、連結ベースの企業価値を高めることにより、

投資家各位にとって魅力ある企業となることを目指しております。 

こうした観点のもと、当社は今後成長が期待される情報通信機器関連に対応した高付加価値製品の開発

を軸に、市場をリードする製品の開発に注力するとともに、組織のスリム化と経営合理化を徹底し、業界

一のコスト競争力の達成を目指しております。 

  

当社グループは収益性の高い企業体質の実現と企業価値の向上により、あらゆるステークホルダーにと

って魅力ある企業となることを基本方針としております。 

この方針のもと、当社グループでは売上高経常利益率およびＲＯＥ（自己資本利益率）を経営上の重要

な経営指標としてとらえ、収益性ならびに資本効率の向上に向け活動してまいります。 

  

世界経済の先行きにつきましては、緩やかな回復傾向が続くとの見方もあるものの東日本大震災の影響

等もあり、引き続き不透明さを払拭できない状況にあります。 

このような中、当社グループの関連する市場におきましては情報のデジタル化がますますその速度を速

め、これを支える製品群も更に小型化、高機能化していくものと思われます。また、従来先進国市場にお

いて比重の高かったデジタル製品へのニーズも、今後はさらに新興国市場における増加が予想され、これ

とともにコスト面での対応もより一層大きな課題となってまいります。 

当社グループは、こうした市場構造、市場ニーズの変化に的確に対応するため、以下の重点施策を進め

てまいります。 

1. 小型・高精度・高安定製品のタイムリーな開発と量産立ち上げ 

2. 世界に通用するコスト対応力の追究 

3. 顧客ニーズに幅広く対応するための品揃えの拡充 

4. きめ細かなデリバリー対応のための業務管理システム改善 

5. 市場のグローバル化に対応した人材育成 

これら重点施策の推進により業績の向上と企業体質の強化に努めてまいります。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略・対処すべき課題

－ 6 －

東京電波㈱（6900）　平成23年３月期　決算短信



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,270,309 3,085,382

受取手形及び売掛金 2,482,642 2,087,252

商品及び製品 379,472 551,336

仕掛品 663,526 567,595

原材料及び貯蔵品 763,699 938,375

繰延税金資産 40,879 506,841

その他 651,605 1,038,390

貸倒引当金 △470 △500

流動資産合計 9,251,665 8,774,674

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,242,188 2,447,337

機械装置及び運搬具（純額） 1,986,214 1,985,087

土地 1,015,962 1,346,734

建設仮勘定 15,006 638,725

その他（純額） 76,183 78,247

有形固定資産合計 5,335,556 6,496,133

無形固定資産

その他 39,719 41,065

無形固定資産合計 39,719 41,065

投資その他の資産

投資有価証券 55,842 55,494

繰延税金資産 60,203 5,324

その他 16,662 11,256

投資その他の資産合計 132,709 72,075

固定資産合計 5,507,986 6,609,274

資産合計 14,759,651 15,383,948
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,720,994 2,221,006

短期借入金 1,200,000 1,800,000

未払法人税等 18,842 20,713

賞与引当金 84,095 40,825

その他 430,678 975,388

流動負債合計 4,454,610 5,057,933

固定負債

退職給付引当金 743,123 770,660

役員退職慰労引当金 121,870 83,630

繰延税金負債 141,341 126,198

その他 － 29,914

固定負債合計 1,006,334 1,010,404

負債合計 5,460,945 6,068,338

純資産の部

株主資本

資本金 3,703,600 3,703,600

資本剰余金 4,134,160 4,134,160

利益剰余金 1,493,182 1,518,259

自己株式 △31,990 △32,017

株主資本合計 9,298,951 9,324,002

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,061 9,133

為替換算調整勘定 △11,307 △17,525

その他の包括利益累計額合計 △246 △8,391

純資産合計 9,298,705 9,315,610

負債純資産合計 14,759,651 15,383,948
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 9,482,974 10,157,859

売上原価 8,588,135 9,066,762

売上総利益 894,838 1,091,097

販売費及び一般管理費 1,090,556 1,073,630

営業利益又は営業損失（△） △195,718 17,467

営業外収益

受取利息 846 1,871

助成金収入 44,621 46,594

為替差益 10,331 －

受取手数料 643 －

その他 10,559 11,335

営業外収益合計 67,003 59,801

営業外費用

支払利息 10,742 7,662

売上割引 4,505 4,501

為替差損 － 253,618

支払手数料 5,407 6,274

株式交付費 8,088 －

その他 1,694 9,685

営業外費用合計 30,439 281,742

経常損失（△） △159,154 △204,472

特別利益

補助金収入 29,435 6,090

貸倒引当金戻入額 3,897 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 43,540

特別利益合計 33,332 49,630

特別損失

固定資産除却損 11,505 15,370

減損損失 97,760 1,033

環境対策費 － 5,967

事務所移転費用 － 27,773

災害による損失 － 92,910

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,124

その他 11,469 12,239

特別損失合計 120,735 178,420

税金等調整前当期純損失（△） △246,556 △333,262

法人税、住民税及び事業税 10,052 13,477

法人税等調整額 12,541 △418,781

法人税等合計 22,593 △405,303

少数株主損益調整前当期純利益 － 72,041

当期純利益又は当期純損失（△） △269,150 72,041
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 72,041

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △1,927

為替換算調整勘定 － △6,218

その他の包括利益合計 － △8,145

包括利益 － 63,895

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 63,895

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,371,600 3,703,600

当期変動額

新株の発行 332,000 －

当期変動額合計 332,000 －

当期末残高 3,703,600 3,703,600

資本剰余金

前期末残高 3,802,160 4,134,160

当期変動額

新株の発行 332,000 －

当期変動額合計 332,000 －

当期末残高 4,134,160 4,134,160

利益剰余金

前期末残高 1,801,646 1,493,182

当期変動額

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △269,150 72,041

連結範囲の変動 2,651 －

当期変動額合計 △308,463 25,076

当期末残高 1,493,182 1,518,259

自己株式

前期末残高 △31,990 △31,990

当期変動額

自己株式の取得 － △26

当期変動額合計 － △26

当期末残高 △31,990 △32,017

株主資本合計

前期末残高 8,943,415 9,298,951

当期変動額

新株の発行 664,000 －

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △269,150 72,041

連結範囲の変動 2,651 －

自己株式の取得 － △26

当期変動額合計 355,536 25,050

当期末残高 9,298,951 9,324,002
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △10,763 11,061

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

21,824 △1,927

当期変動額合計 21,824 △1,927

当期末残高 11,061 9,133

為替換算調整勘定

前期末残高 △6,049 △11,307

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5,257 △6,218

当期変動額合計 △5,257 △6,218

当期末残高 △11,307 △17,525

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △16,813 △246

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

16,566 △8,145

当期変動額合計 16,566 △8,145

当期末残高 △246 △8,391

純資産合計

前期末残高 8,926,602 9,298,705

当期変動額

新株の発行 664,000 －

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △269,150 72,041

連結範囲の変動 2,651 －

自己株式の取得 － △26

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,566 △8,145

当期変動額合計 372,103 16,904

当期末残高 9,298,705 9,315,610
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △246,556 △333,262

減価償却費 937,817 902,396

減損損失 97,760 1,033

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,162 30

受取利息及び受取配当金 △1,161 △2,630

支払利息 10,742 7,662

為替差損益（△は益） △8,665 92,530

有形固定資産売却損益（△は益） 22 －

有形固定資産除却損 11,505 15,370

売上債権の増減額（△は増加） △118,705 395,424

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,421 27,537

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,770 △38,240

仕入債務の増減額（△は減少） 971,638 △499,988

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,454 △43,270

たな卸資産の増減額（△は増加） 419,373 △250,608

その他の資産の増減額（△は増加） △259,907 △302,149

その他の負債の増減額（△は減少） 54,386 91,148

その他 8,088 －

小計 1,895,915 62,985

利息及び配当金の受取額 1,161 2,630

利息の支払額 △10,552 △7,665

法人税等の支払額 △9,290 △9,780

法人税等の還付額 49,077 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,926,310 48,169

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △193,962 △1,574,617

有形固定資産の売却による収入 4,491 －

無形固定資産の取得による支出 △17,115 △9,891

投資有価証券の取得による支出 △2,702 △2,848

投資活動によるキャッシュ・フロー △209,289 △1,587,357

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 600,000

株式の発行による収入 655,911 －

自己株式の取得による支出 － △26

配当金の支払額 △41,964 △46,964

財務活動によるキャッシュ・フロー 513,946 553,009

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,979 △98,748

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,240,946 △1,084,926

現金及び現金同等物の期首残高 2,042,617 4,270,309

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △13,254 －

現金及び現金同等物の期末残高 4,270,309 3,185,382
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数  ３社

   主要な連結子会社の名称

北見東京電波株式会社

盛岡東京電波株式会社

TEW AMERICA, INC.

前連結会計年度において連結子会社であった山東

東京電波電子有限公司は、当連結会計年度において

清算結了したため、当連結会計年度より連結の範囲

から除外しております。

 (ロ)非連結子会社の名称

該当事項はありません。

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数  ３社

   主要な連結子会社の名称

北見東京電波株式会社

盛岡東京電波株式会社

TEW AMERICA, INC.

 (ロ)非連結子会社の名称

該当事項はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

 (イ)持分法を適用しない非連結子会社の名称

該当事項はありません。

 (ロ)持分法非適用の関連会社の名称

北京東京電波電子有限公司

持分法を適用していない関連会社は当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に

及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲か

ら除いております。

なお、北京東京電波電子有限公司は現在清算手続

き中であります。

２ 持分法の適用に関する事項

 (イ)持分法を適用しない非連結子会社の名称

該当事項はありません。

 (ロ)持分法非適用の関連会社の名称

該当事項はありません。

なお、前連結会計年度において清算手続き中であ

った、北京東京電波電子有限公司は、当連結会計年

度において清算結了いたしました。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる会

社はTEW AMERICA, INC.であり、決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 (イ)有価証券

  １) その他有価証券

   ① 時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 (イ)有価証券

  １) その他有価証券

   ① 時価のあるもの…同左

   ② 時価のないもの…移動平均法による原価法    ② 時価のないもの…同左

 (ロ) たな卸資産

  １) 製品・半製品・仕掛品…総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）。但し、電子機器に係

る製品等については個別法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）

 (ロ) たな卸資産

  １) 製品・半製品・仕掛品…同左

  ２) 原材料…移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

  ３) 貯蔵品…最終仕入原価法

  ２) 原材料…同左 

  

 

  ３) 貯蔵品…同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  １) 有形固定資産（リース資産を除く）…定率法。

ただし平成10年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物   ７～38年

機械装置及び運搬具 ２～８年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  １) 有形固定資産（リース資産を除く）…同左

  ２) 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法。

なお、ソフトウェア(自社利用)については、社

内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

  ２) 無形固定資産（リース資産を除く）…同左

  ３）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 なお、平成20年３月31日以前に契約をした、所

有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

  ３）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  １) 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性について

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  １) 貸倒引当金

    同左

  ２) 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与の支払に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

  ２) 賞与引当金

    同左

  ３) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

    なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による按分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理しております。

  ３) 退職給付引当金

    同左

（会計方針の変更）

当連結会計年度から「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

         ――――――――――

  ４) 役員退職慰労引当金

    親会社は、役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

  ４) 役員退職慰労引当金

    同左

  ５) 投資損失引当金

    関係会社への投資に係る損失に備えるため、当

該会社の財政状態の実情を勘案し、必要額を計上

しております。

  ５) 投資損失引当金

    同左

 (4) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用しております。

   なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を行っております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

  （ヘッジ手段）為替予約取引

  （ヘッジ対象）外貨建債権債務及び外貨建予定取引

  ③ ヘッジ方針

   外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行っております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して双方

の相場が相殺されるため、ヘッジ有効性の評価は省

略しております。

 (4) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    同左

 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

  ③ ヘッジ方針

    同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    同左

 (5) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (5) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

   消費税等の会計処理

    同左
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【会計処理の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  全面時価評価法を採用しております。

        ――――――――――

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引出可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資からなっており

ます。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  同左

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

        ―――――――――― （資産除去債務に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。

 これにより、当連結会計年度の営業利益は0百万円減少

し、経常損失は0百万円増加し、税金等調整前当期純利益

は23百万円減少しております。

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、営業外費用「その他」に含

めて表示しておりました「売上値引」は、営業外費用の

10/100を超えることとなったため、当連結会計年度にお

いては区分掲記しております。

 なお、前連結会計年度の営業外費用「その他」に含ま

れる「売上値引」は7百万円であります。

――――――――――

        ―――――――――― （連結損益計算書）

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 

(平成22年３月31日)

当連結会計年度 

(平成23年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

16,337百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

16,659百万円

※２ 担保資産

工場財団

 建物及び構築物 49百万円

 機械装置及び運搬具 44  〃

 土地 43  〃

 その他 33  〃

合計 171百万円

工場財団以外の不動産

 建物及び構築物 428百万円

 土地 341  〃

合計 770百万円

上記に対応する債務

  短期借入金 750百万円

 

※２ 担保資産

工場財団以外の不動産

 建物及び構築物 752百万円

 土地 652  〃

合計 1,404百万円

上記に対応する債務

  短期借入金 1,350百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

支払手数料 140百万円

従業員給料・手当 206  〃

賞与引当金繰入額 10  〃

退職給付費用 12  〃

役員退職慰労引当金繰入額 5  〃

研究開発費 305  〃

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

支払手数料 120百万円

従業員給料・手当 212  〃

賞与引当金繰入額 5  〃

退職給付費用 5  〃

役員退職慰労引当金繰入額 5  〃

研究開発費 310  〃

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の内訳

一般管理費 305百万円

当期製造費用 ― 〃 

    計 305百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の内訳

一般管理費 310百万円

当期製造費用 ― 〃 

    計 310百万円

※３ 補助金収入の内訳

補助金収入は、企業立地促進奨励事業に対する補

助金(29百万円)であります。

※３ 補助金収入の内訳

補助金収入は、企業立地促進奨励事業に対する補

助金(6百万円)であります。

※４ 固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具 10百万円

その他 0  〃

    計 11百万円

※４ 固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具 14百万円

その他 0  〃

    計 15百万円

 

※５ 減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
金額 

（百万円）

群馬県

佐波郡
遊休設備

機械装置 5

その他 0

岩手県

盛岡市
遊休設備

機械装置

その他

34

1

岩手県

二戸郡
遊休設備 機械装置 56

当社グループは、事業別管理会計区分を、グルー

ピングの単位としております。ただし、遊休資産に

ついては個別の資産グループとして取り扱っており

ます。 

 上記の遊休資産については、生産体制の再編及び経

営環境の著しい悪化により将来の使用が見込まれて

いないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（97百万円）として特別

損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額については、合理的な見積り

を基準とした正味売却価額により算定しておりま

す。

 

※５ 減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
金額 

（百万円）

岩手県 

二戸郡
遊休設備 機械装置 1

当社グループは、事業別管理会計区分を、グルー

ピングの単位としております。ただし、遊休資産に

ついては個別の資産グループとして取り扱っており

ます。 

 上記の遊休資産については、生産体制の再編及び経

営環境の著しい悪化により将来の使用が見込まれて

いないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1百万円）として特別損

失に計上しております。 

 なお、回収可能価額については、合理的な見積り

を基準とした正味売却価額により算定しておりま

す。

※６       ―――――――――― ※６ 災害による損失

災害による損失は、東日本大震災による損失額で

あり、内訳は以下のとおりであります。

たな卸資産滅失損 50百万円

操業等停止中の固定費用 41  〃

その他 0  〃

    計 92百万円
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 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

 
  

 
  

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30

日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」

の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額当」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載してお

ります。 

  

(連結包括利益計算書関係)

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △252百万円

少数株主に係る包括利益 ― 〃

計 △252百万円

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 21百万円

為替換算調整勘定 △5 〃

計 16百万円

 （追加情報）
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 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 １ 発行済株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

   増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
  
 ２ 自己株式に関する事項 

 
  
 ３ 新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

 
  
  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 １ 発行済株式に関する事項 

 
  
 ２ 自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

   増加数の内訳は、次の通りであります。 

 
  
 ３ 新株予約権等に関する事項 
  該当事項はありません。 
  
 ４ 配当に関する事項 
  (1) 配当金支払額 

 
  
  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,417,200 1,000,000 ― 9,417,200

第三者割当増資による増加 1,000,000株

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,304 ― ― 24,304

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 41 5.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 46 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,417,200 ― ― 9,417,200

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,304 40 ― 24,344

単元未満株式の買取りによる増加 40株

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 46 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 46 5.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 
(注) １ 事業区分の決定方法 

 事業区分の決定にあたっては、使用目的、製造過程の方法及び市場・販売方法の類似性を勘案し

て水晶製品事業と電子機器事業の製品系列別事業区分としております。 

   ２ 各事業区分に属する主要な製品の名称 

   (1) 水晶製品事業…水晶振動子、水晶発振器、水晶フィルタ、人工水晶、光学用製品、酸化亜鉛単結晶

   (2) 電子機器事業…メカトロニクス製品、カスタム機器、高周波電力計 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4百万円であります。その主なもの

は、当社の所有する遊休土地であります。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,270百万円

現金及び現金同等物 4,270百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,085百万円

その他（預け金） 100  〃

現金及び現金同等物 3,185百万円

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

水晶製品事業 
(百万円)

電子機器事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,490 992 9,482 ― 9,482

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2 2 (2) ―

計 8,490 995 9,485 (2) 9,482

営業費用 8,814 876 9,690 (12) 9,678

営業利益 
又は営業損失（△）

△323 118 △204 9 △195

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 13,301 1,478 14,779 (20) 14,759

減価償却費 951 14 966 (28) 937

減損損失 101 ― 101 (3) 97

資本的支出 175 17 193 (0) 193
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

     北米地域・・・米国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4百万円であります。その主なものは、

当社の所有する遊休土地であります。 

４ 当連結会計年度において、山東東京電波電子有限公司が清算結了したことに伴い、アジア地域の区

分は削除しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 
(注) １ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２ 各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

     (1) 欧州………スウェーデン、フィンランド、ドイツ等 

     (2) 北米………米国、カナダ、メキシコ等 

     (3) アジア……韓国、台湾、香港、中国等 

   ３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(所在地別セグメント情報)

日本 
(百万円)

北米地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

8,000 1,482 9,482 ― 9,482

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,715 34 1,749 (1,749) ―

計 9,715 1,516 11,232 (1,749) 9,482

  営業費用 9,915 1,512 11,428 (1,749) 9,678

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△199 4 △195 ― △195

Ⅱ 資産 14,160 619 14,779 (20) 14,759

(海外売上高)

欧州 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,313 986 2,853 351 5,504

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 9,482

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

13.8 10.4 30.1 3.7 58.0
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。  

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品・サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「水晶製品事

業」及び「電子機器事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「水晶製品事業」は、水晶振動子・水晶応用製品等の製造販売をしております。「電子機器事業」

は、電子計測機器・水晶製造関連機器等の製造販売をしております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は営業利益であり、セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基

づいております。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
（注）１．セグメント利益調整額5百万円は、未実現損益調整額であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日)を適用しております。 

(セグメント情報)

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額 
（注）１

連結損益
計算書計上額 
（注）２水晶製品事業 電子機器事業 計

売上高
  外部顧客への売上高 9,483 674 10,157 ― 10,157

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― 10 10 △10 ―

計 9,483 685 10,168 △10 10,157

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

△43 55 11 5 17

セグメント資産 14,760 487 15,247 136 15,383

その他の項目
 減価償却費 924 11 935 △33 902

 減損損失 1 ― 1 ― 1

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

1,497 5 1,502 △0 1,501
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 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

１．製品およびサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

 (1) 売上高 

                                              （単位：百万円）

 
 （注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

 (2) 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

                                             （単位：百万円） 

 
  

  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

(関連情報)

欧州 北米 アジア その他 合計

1,893 1,310 2,762 618 6,585

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

UNIFIRST ENTERPRISE CORP. 1,336 水晶製品事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ス

トック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項は、決算短信にお

ける開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 
１株当たり純資産額 989.97円

 
１株当たり純資産額 991.78円

 
１株当たり当期純損失金額 30.12円

 
１株当たり当期純利益金額 7.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

項目
前連結会計年度

(平成22年３月31日)
当連結会計年度

(平成23年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 9,298 9,315

普通株式に係る純資産額(百万円) 9,298 9,315

差額の内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 9,417,200 9,417,200

普通株式の自己株式数(株) 24,304 24,344

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数(株)
9,392,896 9,392,856

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は
当期純損失（△）(百万円)

△269 72

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失（△）(百万円)

△269 72

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,935,362 9,392,860

(重要な後発事象)

（開示の省略）
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,106,422 3,005,012

受取手形 118,140 98,007

売掛金 2,482,190 2,016,341

商品及び製品 433,992 573,182

仕掛品 357,689 278,110

原材料及び貯蔵品 143,540 199,046

立替金 49,588 592,764

前払費用 14,931 40,493

未収入金 800,293 709,346

未収消費税等 221,747 332,015

関係会社短期貸付金 3,407 22,500

繰延税金資産 14,693 506,841

その他 317 174,747

貸倒引当金 △470 △500

流動資産合計 8,746,485 8,547,908

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 741,693 1,037,803

構築物（純額） 20,090 17,014

機械及び装置（純額） 242,167 227,150

車両運搬具（純額） 69 34

工具、器具及び備品（純額） 45,696 52,315

土地 506,498 837,270

建設仮勘定 － 18,239

有形固定資産合計 1,556,215 2,189,828

無形固定資産

ソフトウエア 28,762 30,419

電話加入権 1,578 1,578

無形固定資産合計 30,340 31,997

投資その他の資産

投資有価証券 55,842 55,494

関係会社株式 11,034 11,034

出資金 340 340

関係会社長期貸付金 5,992,000 6,040,000

その他 8,826 7,084

貸倒引当金 △1,424,000 △1,424,000

投資その他の資産合計 4,644,042 4,689,953

固定資産合計 6,230,598 6,911,779

資産合計 14,977,084 15,459,688
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 147,420 107,768

買掛金 3,231,317 2,554,433

短期借入金 1,200,000 1,800,000

未払金 39,570 386,688

未払費用 90,792 166,057

未払法人税等 16,302 16,338

預り金 22,945 22,657

賞与引当金 30,048 14,464

設備関係支払手形 2,341 146,788

営業外支払手形 28,253 28,272

その他 585 118,500

流動負債合計 4,809,577 5,361,969

固定負債

退職給付引当金 378,199 386,429

役員退職慰労引当金 121,870 83,630

繰延税金負債 141,341 110,642

その他 － 9,010

固定負債合計 641,410 589,712

負債合計 5,450,988 5,951,681

純資産の部

株主資本

資本金 3,703,600 3,703,600

資本剰余金

資本準備金 4,134,160 4,134,160

資本剰余金合計 4,134,160 4,134,160

利益剰余金

利益準備金 122,000 122,000

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 203,168 188,464

別途積立金 1,200,000 1,200,000

繰越利益剰余金 184,097 182,664

利益剰余金合計 1,709,265 1,693,129

自己株式 △31,990 △32,017

株主資本合計 9,515,034 9,498,872

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,061 9,133

評価・換算差額等合計 11,061 9,133

純資産合計 9,526,095 9,508,006

負債純資産合計 14,977,084 15,459,688
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 9,712,579 10,055,613

売上原価

製品期首たな卸高 413,569 391,233

当期製品製造原価 1,446,336 1,115,964

当期製品仕入高 7,747,932 8,479,918

合計 9,607,838 9,987,116

製品期末たな卸高 391,233 545,062

売上原価合計 9,216,605 9,442,054

売上総利益 495,974 613,559

販売費及び一般管理費 857,302 845,147

営業損失（△） △361,327 △231,588

営業外収益

受取利息 61,231 49,643

受取賃貸料 44,040 44,040

為替差益 10,331 －

助成金収入 － 13,360

その他 21,028 10,954

営業外収益合計 136,631 117,998

営業外費用

支払利息 10,742 7,662

為替差損 － 253,618

減価償却費 26,793 24,101

租税公課 6,952 6,947

株式交付費 8,088 －

その他 10,758 14,442

営業外費用合計 63,335 306,773

経常損失（△） △288,032 △420,363

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,897 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 43,540

特別利益合計 3,897 43,540

特別損失

固定資産除却損 1,015 159

減損損失 5,326 －

事務所移転費用 － 27,773

災害による損失 － 56,387

式典費用 － 12,239

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,644

その他 22 －

特別損失合計 6,364 105,205

税引前当期純損失（△） △290,498 △482,028

法人税、住民税及び事業税 7,209 8,720

法人税等調整額 74,148 △521,577

法人税等合計 81,358 △512,857

当期純利益又は当期純損失（△） △371,857 30,828
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,371,600 3,703,600

当期変動額

新株の発行 332,000 －

当期変動額合計 332,000 －

当期末残高 3,703,600 3,703,600

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,802,160 4,134,160

当期変動額

新株の発行 332,000 －

当期変動額合計 332,000 －

当期末残高 4,134,160 4,134,160

資本剰余金合計

前期末残高 3,802,160 4,134,160

当期変動額

当期変動額合計 332,000 －

当期末残高 4,134,160 4,134,160

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 122,000 122,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 122,000 122,000

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 208,594 203,168

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △5,425 △14,703

当期変動額合計 △5,425 △14,703

当期末残高 203,168 188,464

別途積立金

前期末残高 2,200,000 1,200,000

当期変動額

別途積立金の取崩 △1,000,000 －

当期変動額合計 △1,000,000 －

当期末残高 1,200,000 1,200,000
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △407,507 184,097

当期変動額

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △371,857 30,828

固定資産圧縮積立金の取崩 5,425 14,703

別途積立金の取崩 1,000,000 －

当期変動額合計 591,604 △1,432

当期末残高 184,097 182,664

利益剰余金合計

前期末残高 2,123,086 1,709,265

当期変動額

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △371,857 30,828

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

当期変動額合計 △413,821 △16,135

当期末残高 1,709,265 1,693,129

自己株式

前期末残高 △31,990 △31,990

当期変動額

自己株式の取得 － △26

当期変動額合計 － △26

当期末残高 △31,990 △32,017

株主資本合計

前期末残高 9,264,856 9,515,034

当期変動額

新株の発行 664,000 －

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △371,857 30,828

自己株式の取得 － △26

当期変動額合計 250,178 △16,162

当期末残高 9,515,034 9,498,872
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △10,763 11,061

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

21,824 △1,927

当期変動額合計 21,824 △1,927

当期末残高 11,061 9,133

評価・換算差額等合計

前期末残高 △10,763 11,061

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

21,824 △1,927

当期変動額合計 21,824 △1,927

当期末残高 11,061 9,133

純資産合計

前期末残高 9,254,092 9,526,095

当期変動額

新株の発行 664,000 －

剰余金の配当 △41,964 △46,964

当期純利益又は当期純損失（△） △371,857 30,828

自己株式の取得 － △26

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,824 △1,927

当期変動額合計 272,002 △18,089

当期末残高 9,526,095 9,508,006
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該当事項はありません。 

  

①生産実績 

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

   ２ 金額は、販売価格によっております。 

   ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②受注実績 

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

③販売実績 

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

   ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
   ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

 水晶製品事業 9,696 +15.2

 電子機器事業 670 △32.4

合計 10,366 +10.2

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

 水晶製品事業 9,025 △5.3 2,787 △14.1

 電子機器事業 689 △14.9 396 +4.0

合計 9,715 △6.0 3,184 △12.2

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

 水晶製品事業 9,483 +11.7

 電子機器事業 674 △32.0

合計 10,157 +7.1

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

UNIFIRST ENTERPRISE CORP. 1,506 15.9 1,336 13.2

（２）役員の異動
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